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～ふれあい・いきいきサロン活動に注目して～
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Abstract

It is expected that aged people have social roles and do social contribution activities．

In this paper we focused attention on social services， social panicipation and welfare education in “Fureai lkiiki Salon”

activities that are expanding on a nationwide scale， and we examined effects and problems in each function．

1
）

2
）

3
）

On the social services they need to increase participants and improve programs．

Concerning the social participation they are confronted with shortage of successors．

Regarding the welfare education they have problems for lack of cooperation with community．

In order to make ”Fureai lkiiki Salon” activities more effective it is necessary to hold ”Salon” meetings continuously and

frequently， which increase load of the organizers however． To reduce their load the cooperation with community groups and

functional groups should be promoted．
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1 はじめに

 本稿では，高齢者の社会参加の新しい受け皿として

注目される「ふれあい・いきいきサロン」活動につい

て，活動の背景，理念，効果，課題，及び支援のあり

方について考察する。本節では，このような課題を設

定した趣旨について，説明しておきたい。

1．1 高齢者の社会参加と社会的支援の意義

 高齢者の社会参加は，社会老年学における中心的な

研究課題である。その意義を，高齢者「個人の視点」

からみると，就業，趣味・スポーツ活動，学習活動，

地域活動・ボランティア活動などに参加することで他

者とふれあう機会が生まれ，そのことが生きがいや健

康を維持することにつながる，ということである。

 他方，高齢者の社会参加は，今日における重要な政

策課題のひとつでもある。政策課題になるということ

は，これを促進することが，何らかの社会的意義を持

つ，ということである。では，「社会の視点」でみると，

高齢者の社会参加にはどのような意義があるのか。そ

れは，「高齢期においても，生きがいや健康の維持が可

能な社会に生きている」という事実が，あらゆる世代

に社会への信頼感と安心感をもたらし，結果として社

会生活の安定と社会秩序の維持が図られることになる，

ということである。このような考え方のもと，行政そ

の他の公的機関は，高齢者を公的サービスの「受け手」

と捉え，その社会参加を促進するため，．さまざまな活

動機会や活動メニューを提供してきた。

1．2 社会的支援の意味変化と期待される活動のあ

り方

 しかし，急速に進む人口高齢化によって，高齢者の

社会参加は，とくに「社会の視点」において，新しい

意味が付与されるようになった。それはすなわち，人
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口の3分の1が65歳以上の高齢者になる時代が間もな

く到来するという状況においては，高齢者も，公的サー

ビスの受け手として受け身的な存在であるばかりでな

く，他の世代と同じように何らかの社会的役割を持ち，

可能な範囲で社会を支える活動に参加しなければなら

ない，という考え方である。

 このような，高齢者の社会参加をめぐる意味づけの

変化は，それに連動するかたちで公的支援のあり方を

変えていくことになる。支援対象としては，地域活動

やボランティア活動など社会貢献に直接結びつく活動

が重視され，また，支援内容としては高齢者が自主的

に企画・実施している活動に対しその不足部分を補う，

という支援のあり方が増えつつある。高齢者を公的サー

ビスの「受け手」とみなす旧来のあり方が見直され，

公的サービスの「担い手」としての高齢者が展開する

社会参加活動が，より積極的な支援対象として奨励さ

れるようになったのである。

1．3 新しい活動としての「ふれあい・いきいきサ

ロン」

 本稿では，高齢者の社会参加の受け皿として全国に

急速に普及した，「ふれあい・いきいきサロン」活動

（以下，「サロン」活動）に注目する。「サロン」活動は，

主として高齢者の孤立予防，孤独感の軽減等を目的と

して，歩いていける集落の集会所などに高齢者の交流

の場を設けることによって営まれている活動である。

この活動に注目する理由は，1）活動範囲が小地域に

限定されており，「担い手」と呼ばれるボランティアス

タッフが，福祉員，民生・児童委員，その他の地域住

民によって構成され，地域住民による自発的な活動と

みなすことができること，2）高齢者の社会参加の新

たな受け皿として出発した活動であるが，活動の理念

や特徴から，「担い手」や「地域社会」に対して重要な

機能を果たしていると考えられること，そして3）

1997年から2005年の10年弱の間に，全国3，159箇所から

32，522箇所へと急速に拡大しており（表1）1），その活

動が広範囲において支持されていると考えられること，

以上の3点である。

表1「ふれあい・いきいきサロン」の対象別設置か所数の推移

対象
1997

iH9）

2000

iH12）

2003

iH15）

2005

iH17）

高齢者 3，159 12，669 32，314 32，522

精神障害者 43 52 111 119

知的障害者 一 一 89 90

身体障害者 一 一
159 2！4

子育て家庭 58 236 2，183 3，337

複合型 一 2，062 2，719

その他 99 215 250 495

合計 3，359 13，172 37，168 39，496

出典：全国社会福祉協議会，2006，「NORMA」8月号

 次節以降では，各種の文献資料から，「サロン」活動

が展開することになった社会的背景，活動の理念や特

徴について整理し，この活動が高齢者の社会参加の受

け皿として，これまでにない可能性を持つものである

ことを説明するとともに，聞き取り調査やアンケート

調査の結果から2），活動の効果や課題，支援方法につ

いて，若干の指摘を試みたい。

2．「ふれあい・いきいきサロン」の理念と課題

 「サロン」活動は，高齢者の介護予防や仲間づくりを

目的として，定期的に高齢者が集う場を，歩いていけ

る身近な地域につくり，運営する担い手と参加する高

齢者が「気軽に」・「無理なく」・「楽しく」一緒に

活動を行うという理念に基づいて展開されている。

 本節では，「サロン」活動を提唱した全国社会福祉協

議会の文献資料を中心に，活動の背景や理念・特徴を

「福祉サービス」，「住民参加の場」，「福祉教育の場」と

いう3つの視点で整理し，また複数の実態調査から，

それぞれの視点ごとに，現時点における活動の効果と

課題について整理したい。

2．1 福祉サービスとしてのサロン

（1）背景

 「サロン」活動を提唱し，その牽引役となった全国社

会福祉協議会によれば，「サロン」活動の必要性を訴え

るにあたってもっとも意識したのは，福祉・医療機関

が提供するデイサービスやデイケアが抱える問題状況

であったとされる。

 平成6年当時，高齢者を対象とするデイサービスの

運営形態は，おもにA型（重介護型），B型（現行型），

C型（軽介護型）の3種類に区別されており，利用者

の状況に応じて適切なフ．ログラムを実施した方が望ま
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図1 デイサービスセンター・タイプ別の利用登録者の日常生活自立度
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出典：全国社会福祉協議会，平成6年，『アクティビティサービスのすすめ～ふれあい・いきいきサロン』より作図

しいと考えられていた。

 しかし，図1にあるように，デイサービスを運営す

る社会福祉法人の多くは，様々な事情から，状況の異

なる利用者を受け入れる必要があり，個々のニーズに

応じて適切なサービスを提供することには限界があっ

た。とくに「虚弱」高齢者において身体状況とサービ

スとのミスマッチが多く，かれらに対して適切なサー

ビスを提供する場の整備が求められていた。

 また，デイサービスを利用していないものの，何ら

かの介護予防的なサービスを必要とする「虚弱」高齢

者が地域に多く潜在していると予想されており，かれ

らのニーズをすくい上げることができるようなサービ

ス開発への期待も高まりつつあった。

 このような状況を鑑み，全国社会福祉協議会は，平

成6年，「アクティビティサービス」という理念を打ち

出し，とくに「虚弱」高齢者を対象とした新たな福祉

サービスとして，「サロン」活動の実施を提唱したので

ある（全国社会福祉協議会1995）。以後，各市町村社

会福祉協議会の働きかけもあり，活動は急速に広がり

をみせた。

（2）理念と特徴

 ところで，「サロン」活動の理念であるアクティビティ

サービスとは，各種のプログラムに「楽しみながら」

参加し，「他の利用者と交わる」ことを通して，利用者

の生活が全体としてアクティブな（「いきいき」した）

ものになることを目指す活動（サービス）である。そ

してこの理念が，「サロン」活動に固有の特徴を与えて

いる。

 その特徴は，プログラムの内容に確認できる。「サロ

ン」活動では，レクリエーションや体操，機能訓練等，

旧来のデイサービスが実施していたプログラムよりも，

参加者どうしが昔話に花を咲かせたり，のんびりと休

養したりといった心身のリラックスにつながるプログ

ラムが重視されている （全国社会福祉協議会1996）。

ここに，利用者の個別性に応じたプログラムを提供す

ることへのこだわりが感じられる。

 また，その特徴は，運営方法にも確認することがで

きる。旧来のデイサービスでは，医療・福祉の専門的

見地からプログラムが作成され，専門職が主導し参加

者はその指示に受動的に従うという形態が一般的であっ

た。しかし，「サロン」活動においては，参加者である

高齢者のニーズを汲みながら，担い手と呼ばれる運営

ボランティアと高齢者が一緒になってプログラムの内

容を考え，ともに楽しみながら実施する，というスタ

イルをとる。「サロン」活動では，「みんなでっくる」

ことを重視することによって，参加者の主体性や自発

性を引き出すことにこだわりがある。

（3）効果と課題

 「サロン」活動は，「参加者」にとって，どのような

効果を持っているのだろうか。これについては，他の

参加者や担い手との交流の機会を得ることで，心身の

健康維持や社会参加意欲を高める効果があると想定さ

れる。筆者が平成18年に複数の「サロン」参加者に対

して行った聞き取り調査の結果（坂本編2006＞をみる

と，「歳をとると外出が億劫になるので，サロンは貴重

な外出の機会です」，「身だしなみに気をつかうので気

持ちに張りができる」，「担い手さんが趣向をこらした

プログラムを企画してくれるので毎月楽しみにしてい

る」，「若い世代（担い手のこと）と親しく話すことが

できてうれしい」等の回答が得られており，その効果

は明らかだと思われる。

 他方，課題としては，参加者が特定の高齢者に固定

化しがちであること，男性の参加が少ないことなどが

多く指摘されている。「サロン」発足から2年ほどの間

は，担い手が勧誘に熱心であることや，試行的に参加

してみる高齢者がいるため，参加者の入れ替わりがあ

るが，その後は次第に固定化していくようである。「サ

ロン」活動を高齢者の居場所づくりと考えるならば，
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気心の知れた者どうしでわきあいあいと過ごすことが

可能になるという意味で，これを積極的に評価する見

方もある。しかし，地域に潜在する社会参加のニーズ

を充分にすくい上げることができないとすれば，設置

数を増やすなど，何らかの対策が必要である。

 また，「活動プログラム」に関するものとして，嗜好

性の異なる参加者がともに参加できるプログラムを準

備・企画することが難しく，マンネリ化しやすいこと

が課題とされている。これについては，社協等が実施

している研修会へ参加する，「サロン」に関わる民生委

員や福祉員が多く集まる会合での情報交換をまめに行

う，などの対処によって，ある程度克服することが可

能である。しかし，最も大切なことは，担い手と参加

者がともにつくっていく一緒に楽しむ，というスタイ

ルを維持できるかどうかであろう。担い手が参加者を

もてなす，という感覚が強まると，マンネリ化を避け

なければという意識も強まる。また，参加者をサービ

スの「受け手」として受動的な存在に追いやる可能性

が生じる。担い手は参加者をお客さん扱いにしない，

参加者も自分をお客さんだと思わないような雰囲気づ

くりが求められるのである。

2．2 住民参加の場としてのサロン

（1）背景

 ふれあい・いきいきサロンが始まった背景には，デ

イサービスを取り巻く課題とは別に地域住民の福祉活

動への参加意欲の高まりがあった。

 全国社会福祉協議会（全国社会福祉協議会1995）に

よれば，各種意識調査の結果から，国民の6割は社会

の一員として何らかの形で社会に役に立ちたいと考え

ているが，身近なところに具体的な活動のきっかけが

ないことが福祉活動参加のネックであると指摘してい

る。「サロン」活動は，こうした地域住民の福祉活動へ

の参加意欲をすくい上げる場であり，「住民参加型」の

福祉サービスとしても期待されたのである。

（2）理念と特徴

 「住民参加型」の福祉サービスとは，住民と参加者が

共同してサービスを運営していく形態を指し，住民の

自発的な福祉活動への参加意欲を基盤として支えられ

る福祉サービスである。すなわち，「住民参加型」の福

祉サービスは，住民の参加意欲と地域の要請がマッチ

して初めてサービスの実施が実現するものである。

 住民が福祉活動に参加したいという意欲があっても，

特別な知識や技術を必要とする活動であったなら，そ

の活動に参加できる住民を限定することになり，結果

的にはサービスの広がりを阻むことになるであろう。

 「サロン」活動は，特別な知識や技術を必ずしも必要

とするサービスではない。地域の中に高齢者の集う場

をつくり，参加する高齢者と楽しく話をしたり食事を

したりという時間を一緒に共有することで，その機能

を十分に果たすことができる活動である。こうした

「サロン」活動の特徴こそが，表1で示したように，サ

ロンの活動を地域に広げ，多様性をもった活動へと展

開していった要因であると考えられる。

 このように，「サロン」は，何らかの形で社会の役に

立ちたいという想いを持った住民の参加意欲を発揮す

る「住民参加の場」として，ふさわしい活動であった

といえるであろう。

（3）効果と課題

 「サロン」活動は，「担い手」にとって，どのような

効果を持っているのだろうか。これについては，社会

貢献活動の機会を得ることで充実感を得る，自分の老

後生活をイメージするようになる，地域に顔見知りが

増えるなどの効果があると想定される。参加者に対す

る聞き取り調査の結果（坂本編，2006）をみると，「参

加者が喜んでいるのをみるとやめられない」「参加者の

生活の様子を聞くことで，自分自身の老後について考

えることが多くなった」「転居してきて日が浅いが，サ

ロンを通して地域に顔見知りが増えて良かった」等の

回答が複数の担い手から得られており，この想定を裏

付けるものとなっている。

 他方，課題としては，担い手も固定化しがちで後継

者が育ちにくいこと，参加者をもてなそうとするあま

り義務感・負担感が強まるケースがあることなどが指

摘されている。後継者の問題は，「サロン」活動に限ら

ず，ボランティア活動一般に見受けられるものである。

一般的には，後継者養成の仕組みを運営組織として設

ける必要があるが，担い手が数名で運営している場合

も多く，かれらによる取組だけでは荷が重い。供給源

となる地域社会との連携をいかに図るかがポイントと

なるだろう。

 また，義務感・負担感については，「気軽に」「楽し

く」を基本理念とする「サロン」活動にとって，解消

のあり方を常に意識しておくべき課題である。聞き取

り調査の際に，集落や町内会の活動として公認され活

動に対する支i援（会場の提供，必要備品の寄付等）が

得られるようになって大きな励みになったという回答

があり，地域からの支援が担い手の負担感軽減に効果



高野和良，坂本俊彦，大倉福恵：高齢者の社会参加と住民組織 133

を持っていることを示唆する結果となった。これらの

問題については，第3節において改めて論じることに

したい。

2．3 福祉教育の場としてのサロン

（1）背景

 今日の地域社会においては，少子高齢化や核家族化

あるいは人間関係の希薄化によって，家族・家庭の自

助機能，近隣住民の相互援助機能がともに低下してい

る。そしてこのことが，児童虐待，若年層の引きこも

り，高齢者の孤独死など，公的機関による公選機能だ

けでは解決できない様々な問題を引き起こしている。

これらの問題を解決するには，自助機能や円助機能等

が個々に対応するだけではなく，両機能を媒介しまた

これらを主導する役割を担うものとして，近隣住民の

相互援助機能に支えられた福祉コミュニティの形成が

重要となっている。「サロン」活動は，それに関わる参

加者，担い手がともに地域住民であることから，福祉

コミュニティの形成につながる「福祉教育の場」とし

ても期待されていたと考えられる。

（2）理念と特徴

 福祉教育とは，人権意識を基盤に，福祉文化の創造

や福祉のまちづくりをめざして，日常的な実践や運動

に取り組む住民主体形成を図るための教育活動であり，

その実践は，歴史的・社会的存在としての地域の社会

福祉問題を素材にし，課題解決のための体験学習と共

働活動を方法上の特質として，「地域で共に生きる」力

を育むものである（阪野編2005）。具体的には，福祉

的な心情や態度を培うことや，社会福祉について知的

理解・関心を深めること，社会福祉への市民参加を促

すこと等をねらいとして取り組まれている。そして，

「サロン」活動は，地域住民に対して，格好の福祉教育

の場を提供しているものと思われる。

 なぜならば，「サロン」活動は，活動の担い手（住民）

と参加者（高齢者）とが共同してつくりあげる福祉サー

ビスだからである。担い手は，活動によって得られる

参加者との出会いや深い関わりによって，高齢者が抱

える生活課題や地域社会の課題について理解を深めて

いくことになる。そしてそれは，結果的に，担い手自

身，及びそのネットワーク上にある他の住民の福祉意

識を高めていくことになるだろう。「サロン」活動を通

した気づきや発見の繰り返しが住民相互の見守りや声

かけ活動へと発展した事例も少なくないことが，これ

を証明している。

 また，「サロン」活動が，小地域を基盤とした活動で

あることも，福祉教育の場として効果的である。なぜ

なら，参加者は，「サロン」の場以外の日常生活でも，

お互いに見守りあうという関係を形成する可能性があ

るからだ。高齢者は常にサービスの受け手として存在

するのではなく，地域の中で重要な役割を持つ存在と

なる。そしてそれは，「地域で共に生きる」という福祉

教育の理念が具現化された状態を意味する。

 これまで，「サロン」活動を評価する場合，参加者や

担い手に対する効果をみる場合が多く，地域社会に対

する効果を明らかにしょうという視点が弱かったよう

に思う。しかし，「サロン」活動は，担い手や参加者に

とって「福祉教育の場」として一定の役割を果たして

いる。また，この活動が地域に広がっていくことによっ

て，地域住民の福祉意識が高まり，福祉コミュニティ

が形成されることになるものと思われる。

（3）効果と課題

 「サロン」活動は，「地域社会」にとって，どのよう

な効果を持っているのだろうか。

 これについては，「サロン」活動が福祉教育を行う地

域社会の一つの場として，住民の福祉意識の醸成に効

果があると想定される。これまでのサロンの担い手や

参加者に対する聞き取り調査の結果をみると，「サロン

で会うようになってお互いの悩みや愚痴を聞き合うよ

うになった」，「サロンで使う公会堂を高齢者も使い易

いように改修してもらうよう自治会に働きかけた」，

「参加者からの相談を民生委員につないだ」，「台風のと

きなど電話をして安否確認をしあうようになった」，

「高齢者が歩いていける範囲で開催することの大切さを

実感し，新たにサロンを立ち上げた」等の回答が複数

得られている。これは，サロン活動という場を通じて，

自分以外の他者に対して理解が進み，他者の課題を自

分の課題として引き寄せ，地域で共に生きるためには

どのような支援が必要なのか，そしてその支援を実現

するためにどうしたらよいのかについて学び，実践し

ていく過程（福祉教育）である。すなわち，サロン活

動に関わる過程を通して住民の福祉意識が醸成される

ことを裏付けるものとなっている。

 他方，課題としては，サロン活動は，高齢者や子育

て世代といった限定的な枠組の中での広がりはみせて

いるが地域住民を包含するような活動に展開しづらい

といったこと，また，サロン活動を通じて発見される

課題や問題が担い手と参加者の問だけに終始してしま

い社会化されづらいということが指摘される。地域住



134   山口県立大学 大学院論集 第8号 2007年

民を包含するような活動への展開については，地域の

子ども会との連携により高齢者と子どもたちの交流を

設けるなどの工夫をしているサロンもあるが，核家族

化や人間関係の希薄化が進む地域社会では，地域の自

治会や学校，商店街等と連携するなど，地域にサロン

を開放し，多世代がふれあい学び会う場になるかどう

かがポイントとなるであろう。

 また，課題や問題の社会化については，担い手や参

加者間での声かけや見守り等，相互で助け合う関係づ

くりが形成されることはサロンの効果として評価すべ

きであるが，地域社会の中では，同じような課題や問

題を抱えている人も少なくなく支援のネットワークか

ら漏れているケースもある。誰もが住みよいまちづく

りを具現化していくために，各自治体では地域福祉計

画の策定が急がれているが，例えば，計画策定のプロ

セスにおいて，サロンで発見された課題や問題をあげ

ていく場も設定するなどのしかけが必要である。

3．「ふれあい・いきいきサロン」の支援のあり方

 ここまで，「サロン」活動の推進機関である社会福祉

協議会の広報誌や，複数のサロンにおける聞き取り調

査の結果から，「サロン」活動が展開されるようになっ

た社会的背景，活動の理念と特徴，活動の効果と課題

について，「福祉サービス」，「住民参加の場」，「福祉教

育の場」という3つの視点で整理した。これらの知見

は，多くのサロンにおいて該当するように思われるが，

いわゆる事例研究の限界から，その普遍化には一定の

留保が必要である。

 サロン活動に対する量的調査研究は，現時点では数

編の報告書があるに過ぎないが，そのひとつであり，

筆者も委員として参加した，山口県社協調査（山口県

社会福祉協議会2006）の結果をみると，サロン活動は，

参加者にとって「身体的・精神的・社会的」な効果が

認められ，地域社会にとって「多世代交流・地域交流

の拠点」，「生活ニーズの発見・把i握の場」，「福祉力の

向上」といった効果が認められていることが示されて

いる。

 本節では，この量的調査研究の知見を参照しながら，

地域社会に存在する多様な社会集団とサロン活動との

連携や協働のあり方について，地域性の観点から検討

し，サロン活動を支援するうえでの基本的な視点につ

いてまとめておくこととしたい3）。

3．1 サロン活動の継続期間と効果

 山口県社会福祉協議会の調査研究では，参加継続期

間との関係に注目して効果の検討が行われている。サ

ロン活動は，高齢者の孤立解消，孤独感の軽減を目的

として展開されているのであるから，高齢者をはじめ

とする参加者が短期間のうちに活動から離脱すること

なく，可能な限り継続的に参加できることが望ましい

との立場である。

 そこで，参加者の参加継続期間と，経験的に知られ

ていた活動の様々な効果との関係が確認され，活動継

続期間が2年以上のサロン活動では，種々の効果への参

加者の自己認識が高いことが指摘されている。

 たとえば，社会的な側面の効果についてみてみると，

サロン活動による「近所の人との交流（あいさつや行

き来）」が「増えた」「少しは増えた」とする参加者の

表2 サロン活動参加期間とサロン参加による近所の人との交流（あいさつや行き来）の増加の関連

サロン参加による生活変化近所の人との交流

増えた 少しは増えた 変わらない

1年未満     度数

@       ％

  16
Q2．5％

  18
Q5．4％

  37
T2．1％

   71

P00．0％
1年以上2年未満 度数

@       ％

  22
Q4．2％

  29
R1．9％

  40
S4．0％

   91

P00．0％
2年以上3年未満 度数

@       ％

  29
R6．7％

  25
R1．6％

  25
R1．6％

   79

P00．0％

サ
ロ
ン
参
加
機
関

3年以上4年未満 度数

@       ％

  31
T6．4％

  15
Q7．3％

   9

P6．4％

   55

P00．0％
4年以上5年未満 度数

@       ％
T年以上     度数

@       ％

  22
S4．9％

@ 51
S0．8％

  10
Q0．4％
@ 34
Q7．2％

  17
R4．7％
@ 40
R2．0％

   49

P00．0％
@ 125
P00．0％

       度数合   計        ％  171
R6．4％

 131
Q7．9％

 168
R5．7％

  470
P00．0％

出典：（山口県社会福祉協議会2006）
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割合は，参加期間が2年を越えるあたりから高くなる

ことが示されている。

 こうした傾向は，身体的，精神的効果についても同

様に認められており，一定期間（2年程度）の活動継

続が，サロン活動の多様な効果を高める可能性が示唆

されている。したがって，サロン活動の継続支援のた

めの具体的な取り組みが，活動を支援する社協をはじ

め地域社会等に求められている。

 このように，効果を高めるためには，一定期間の活

動継続が必要であり，これを実現するためには，担い

手の果たす役割がきわめて大きいことが予想される。

そのため，山口県社協調査では担い手の活動に対する

意識（活動に対する義務感）について検討されている。

それによれば「サロンをやらなければいけないという

義務感」を，担い手の約7割が多少なりとも感じている

ことが示されている。

図2 サロン活動に対する義務感（担い手）

O％ 20％ 400r， 60％ 80％ 100Y，
離そう思う    闘まあそう思う

羅あまりそう思わない圏そう思わない

出典；（山繭県社会福祉協議会2006）

どちらともいえない

 県社協調査では，担い手の活動期間をサロン活動の

活動（継続）期間と便宜的に読み替えているが，活動

（継続）期間が2年程度経過したと思われる担い手で義

務感を感じる者の割合がやや高くなっていることが示

されている。そのうえで，担い手に「活動内容・プロ

グラムの充実」，「活動の運営方法」といった活動の運

営面，「参加者の確保」，「参加者の継続的な参加」といっ

た参加者との接点に関する面での支援の必要性が指摘

されている。

3．2 「ふれあい・いきいきサロン」の設置促進

 以上から，サロン活動に認められる効果を維持する

ためには，2年程度の継続期間が必要であり，年に1

回程度のサロン活動では，十分な効果が期待されにく

いことも予想される。開催頻度の問題である。経験的

に少なくとも月に1回以上程度の開催頻度が必要と思

われるが，活動の長期継続と開催頻度の増加との両立

は，担い手の立場からみれば，必ずしも容易ではない。

担い手の多くは，活動内容・プログラムの充実，活動

の運営方法，参加者の確保，参加者の継続的な参加な

どに注意を払って，活動を行っており，開催頻度を高

めることは担い手にかなりの負担を求めることになり

かねないからである。

 長期継続・高頻度の両立が効果を高めるとしても，

担い手の負担に配慮を欠いた展開は好ましくない。県

社協調査によれば，開催頻度の実態として月1回程度

の開催が6割程度，月2回程度が2割程度を占めてい

ること，また，担い手の「活動回数」自己評価として

7割弱が満足していることなどが指摘されている。し

たがって，開催頻度については，現状程度を維持した

うえで，長期継続を実現することが現実的と思われる。

図4 サロン活動の開催頻度（代表者）

   その他       週1回くらい

描驚
2り％

図3 サロン開催期間と義務感の状況

      58．6010

出典：（山ロ県社会福祉協議会2006）より作図

  1年未満（n＝9）

1年以上2年未満（n＝14）

2年以上3年未満（n＝13）

3年以上4年未満（n＝29）

4年以上5年未満（n＝22）

  5年以上（n＝34）

月2回ぐらい
 17． 4010

，誘齢 撫鴎 平鞘 111 222
口

騰鷺 撫労研日野 慧馨 143」 21．4

標写'・ 鰯嚢  灘1 38．5
17．7

鴨

肇：盲評総麺肇嫁攣三 率封6．911・3

一

E讐 灘聾鷺藩灘欝繕馨繊矧 18．21 18．2

．魂、継譜：碁 饗豫差密議雛藁 講憲聡ζ聰糊18 h4．7

O％ 20％ 40％ 600r． 80％ 100bl．

日義務感と思う ロどちらでもない  ロ義務感と思わない

図5 希望するサロン活動の開催頻度（参加者）

    その他    毎日

月1回ぐら
 57．1％

出典1（山口県社会福祉協議会2006）より作図

月2回ぐらい
 25． 306
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 しかし，参加者側からすれば，効果があればあるほ

ど，サロン活動への頻回の参加が希望される可能性が

ある。楽しく効果がある集まりであれば，できる限り

多く参加したいと考えるのはごく自然な流れであるが，

先に述べたように，担い七隈からすれば，現状よりも

頻度を高めることには困難が予想される。ひとつの対

応策として「関係機関・団体との連携・協働の強化」

による担い手の負担軽減の実現と，これに伴う高頻度

化が考えられる。

 地域社会の様々な組織や集団，さらには専門職，専

門機関，行政などとの連携，協働の強化を通じて，そ

れぞれの組織や集団が持っている特長を生かした活動

内容・プログラムの提供が図られることによって，担

い手の負担が軽減され，ひいては活動の高頻度化が促

されるという流れである。サロン活動の効果向上を促

すために条件として，こうした課題についても検討が

必要と考えられる。

3．3 多様な地域集団との連携・協働の強化

 このように，活動継続を図るためにも必要と思われ

る関係機関・団体との連携・協働の強化にあたっては，

伝統的な地域集団と，新しいボランティア活動やNPO

等との連携実現についても検討する必要がある。

 従来，たとえば高齢者の生活支援という共通の目的

を有していながら，自治会や町内会等の伝統的な地域

組織による相互扶助活動と，近年登場してきた福祉

NPOなどの組織とが相互に連携して活動するまでには

至らない場合が多かった。これは，両者の活動に接点

がなく，両者の関係形成が図られていなかったことに

その原因がある。

 しかし，地域福祉活動計画や行政による地域福祉計

画の策定過程で住民参加を担保するために採用された

住民座談会などを通じて，両者の相互理解が図られ，

依然限定的ではあるが，新たな取り組みに向けて動き

始めている例もある。

 この場合，伝統的な地域集団による活動が，どちら

かといえば参加者のニーズに包括的に対応する傾向に

あるのに対して，NPO等による活動は参加者の特定の

ニーズに特化した活動（健康管理や習い事など）が展

開されている場合がある。こうした両者の活動の性格

の違いを適切にふまえ，ある程度の調整が実施される

ことによって，サロン活動とNPO等とが連携し，活

動内容・プログラムの充実が図られ，結果的に活動頻

度を高める方向に作用する可能性も想定される。

3．4 サロン活動と地域性

 地域で生活する人々の生活圏は広域化し，また転出

入の増加に伴う流動化が進み，新旧住民がひとつの地

域で共に生活する当住化が拡大しつつある。こうした

過程で，地域住民の関係性のあり方の変化にともなっ

て，地域社会に期待されてきた相互扶助的な機能は弱

体化傾向にある。かつて，地域社会に存在した様々な

集団や組織，例えば婦人会や青年団，さらには講や葬

祭の際の組などは，その役割を果たすことが困難になっ

ている。同時に，一人暮らしや夫婦のみで生活する世

帯の増加，すなわち家族の小規模化も進行し，地域社

会の弱体化ともあいまって，地域社会での生活が不安

定になりつつある。

 しかし，地域住民の生活に密着した組織や集団を維

持し得ている地域社会の安定度が高いことから，こう

した組織や集団の地域社会における再編，再生によっ

て，地域社会における生活の継続性を維持し得る可能

性があるが，地域組織や集団には，かなり地域的な差

異が認められる。そうした組織や集団の一つとしてサ

ロン活動を位置づけることもできるが，例えば農村地

域では，伝統的な地域集団が社会統合にあたって優勢

な地位を占めている現実がある。したがって，サロン

活動の円滑な展開には，町内会や自治会などとの連携，

協働がひとつの課題となるが，やや強引に考えれば，

サロン活動は，地域社会で様々な組織や集団（例えば，

婦人会や講など）が果たしていた機能を，そうした組

織や集団が弱体化する中で代替する役割を果たしてい

るからこそ，急速に拡大し，高齢者を中心とする参加

者と担い手に広く受容されているとも考えられる。

 参加者と担い手が，これまでの地域生活の中で接点

を持ってきた様々な地域集団や組織の活動とサロン活

動とは，基本的に共通の原則，すなわち，ごく狭い範

域での共同体的な相互扶助の精神に強く裏打ちされて

展開されている可能性がある。

 これらの点も，サロン活動に地域性の視点を加味す

ることの必要性を示している。兼業化が進み農村にも

都市的生活様式が広がるなかで，都市と農村といった

単純な対比は現実的ではなくなりつつあるが，現在で

も農村高齢者は農業という生産活動を軸として社会関

係，社会的な役割などを形成しており，これは先に述

べた共同体的な相互扶助原則との親和性が高い生活様

式である。したがって，サロン活動もこうした枠組み，

すなわち弱体化しつつあるとはいえ現時点でも存在し

ている関係性の回復，維持を目指す中で展開されてい

るように思われる。
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 一方，都市高齢者は，転勤や転職に伴う流動型の生

活構造を経験してきた者の割合が，農村高齢者と比較

して大きい。このことは，地域社会との関係が弱いま

まに，高齢期の生活を送る都市高齢者が多いことを示

している。そのため農村高齢者と比較して，都市高齢

者は高齢期の社会関係を形成するにあたって，農業の

ような生活に根ざした活動に乏しく，日常生活のなか

に社会的役割が位置づけられにくいことから，自覚的

にそうした活動や組織を形成する必要がある。やや強

引にいえば，農村高齢者のような関係性の回復，維持

というよりも，新たな関係性の構築のための手段とし

ての性格が強いようにも思われる。

 このような農村と都市といった極めて単純な地域特

性（地域性）の相違をみても，サロン活動の性格や，

活動支援のあり方について検討すべき課題が異なるこ

とを予想させる。

 いずれにせよ，高齢者が地域社会との関係を維持拡

大するために，サロン活動の展開が地域社会における

社会連帯の再生や再構築のための方法として有効であ

る可能性を示唆している。

 サロン活動を個別の活動として切り離して捉えるの

ではなく，地域社会の全体的な諸集団活動の関係性の

なかに位置づけることによって，サロン活動の効果の

向上や継続実現のために必要な条件や支援について検

討すべきである。

4．おわりに

 高齢者の社会参加をめぐる今日的課題は，高齢者個

人の健康づくりや生きがいづくりをいかに支援するか

という視点，すなわち高齢者を「客体」とする視点か

ら，高齢者自身が社会的役割を持ちどのように社会を

支えるかという視点，すなわち高齢者を「主体」とす

る視点へと変化するなかで，その期待を担う活動をい

かにして支援していくかという点にある。

 本稿で事例として取り上げた「ふれあい・いきいき

サロン」は，高齢者の社会参加の「受け皿」としての

機能だけではなく，参加する住民自身の「社会参加の

場」として，また「福祉教育の場」としても機能して

おり，地域の福祉力向上，ひいては高齢社会に対応し

た新しい社会システムの構築につながる可能性を秘め

ている。

 しかし，この活動には，固有の課題があることも明

らかとなった。「サロン」活動が，高齢者を主体とする

活動として，その期待に応えていくためには，これら

の課題をどのように解決していくかにかかっている。

その答えは，一様ではないが，方向性としては，前節

で示したように，地域における住民組織との連携をい

かに図るかであろう。この点を再度確認して，本稿の

結びとしたい。

主一
冨
口

（1）この数字は高齢者を対象とした「サロン」活動

に限定したものである。「サロン」活動は，高齢者を対

象にする「高齢者サロン」からスタートしたが，現在

は，心身障がい者を対象としたサロン，乳幼児を持つ

母親を対象とした「子育てサロン」，あるいは対象者を

限定しない「複合型サロン」などへと対象が広がりつ

つある。

（2）ここで主に参照するのは，（山口県社会福祉協議

会2006），及び（坂本編2006）である。なお，後者は，

平成17年度ニッセイ財団高齢社会実践的研究助成によっ

て実施された調査研究の成果を収めたものである。

（3）本節は，（山口県社会福祉協議会2006：40-43）

に対して，大幅な加筆および必要な修正を行ったもの

であり，記述や内容上の重複がある。
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